
Ⅰ．はじめに

　近年，集成材や合板への国産材の利用が増加傾向にあり（林野
庁，２００６），今後並材が需要の中心になると考えられる。国産材
の競争力を生み出す上で，生産コストの低減や量的な安定供給の
ために皆伐が増加することは確実であり，再造林を促すためには
低コスト育林体系の構築が必要となる。
　並材生産を目標とした低コスト育林体系では，まず，従来一般
的に採用されてきた３，０００本/haという植栽密度の見直しが必要
である。植栽密度試験での高密度について，冨田ら（１９８７）はヒ
ノキ２６年生林分の４，０００本/ha〜１０，０００本/haを対象として，田
中ら（１９９４）はスギ２４年生林分の４，０００本/ha〜７，０００本/haを対
象とした生育状況の比較を報告している。一方，低密度植栽につ
いては，トドマツやグイマツ（小山，２００１）あるいは広葉樹（甲
斐，１９９８）を対象としたもの，あるいは国有林での造林コストと
の関係などに関する業務・技術報告が多い。これまでの低密度植
栽に関する報告（佐倉ほか，１９８２）は全て幼齢段階のものであり，
成林段階における生育状況を検討したものはみられないため，森
林経営者へ具体的な低コスト育林の体系を示すことができない現
状にある。
　そこで本研究では低コスト育林体系構築の基礎資料とするため，
植栽密度が１，０００，１，５００，２，０００，３，０００本/haの４段階で植栽さ
れた３４年生のヒノキ人工林において，植栽密度の違いが林分の成
長に及ぼす影響を明らかにすることを目的とした。

Ⅱ．調査林分

　調査林分は広島県福山市に位置する広島森林管理署新元重山国
有林７５５ち２林小班にあり，スギ・ヒノキ人工林の皆伐跡地に

１９７４年３月にヒノキが植栽された。本調査では，７５５ち２林小班
内で植栽密度の異なる４つの林分を調査対象（P－１〜P－４）
とした。各々のhaあたりの植栽密度は１，０００本（P－１，０．５８ha），
１，５００本（P－２，０．９０ha），２，０００本（P－３，０．６２ha），３，０００本
（P－４，０．２８ha）の４段階で，正方形植栽である。調査地の標高
は４６０m〜４９０m，斜面方位はP－１が北西向き，P－２，P－３が
北向き，P－４が西向きで，傾斜は３９〜４３°の急傾斜である。地
質は４林分とも古生層粗粒砂岩で土壌型はいずれもBＤ（ｄ）である。
　国有林の施業履歴（岩田ほか，２００５）より保育状況は以下のよ
うになっていた。植栽後に枯死が発生したため，４林分ともhaあ
たり２５０本程度の補植が行われた。また，下刈りは５回行われ，
下刈り，補植，植付にかかった人工数は植栽密度が低いほど少な
かった。下刈り終了後はつる切りが３回，除伐が３回行われ，１２
年生時に選木枝打ちが１回，２６年生時にP－１を除いた他の林分
で切捨て間伐が１回行われた。

Ⅲ．方法

１．現地調査
　調査は３４年生時の２００７年９月から翌年２月にかけて実施した。
調査面積はP－１からP－４で各々３５２，３０６，２４５，１９８㎡である。
調査項目は胸高直径，樹高，枝下高，枯枝高で，毎木調査を行い，
下層植生の植被率を目視により測定した。また，すべての個体を
樹型級区分に準じてＡ〜Ｃの三段階に区分し，各プロットで平均
的な個体について，地上高１．１，２．１，３．１，４．１，５．１，６．０mにお
ける上部直径を測定した。
　胸高直径と上部直径は直径巻尺を用いて１㎜単位で，樹高，枝
下高は超音波式の樹高測定器を用いて０．１m単位で測定した。枯
枝高は，枯枝が巻き込まれなくて明らかに樹幹表面に着生してい
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るもので，最も下部に位置する枯枝までの高さとし，０．１m単位
で測定を行った。なお，枯枝高は選木枝打ちが行われていない個
体で測定した。樹型級区分の方法はＡ；通直で被圧されていない
もの，Ｂ；幹曲がりが小さいか，やや被圧されているもの，Ｃ；
曲がりが大きい個体や被圧木で間伐対象木とした。地位は中国地
方ヒノキ林分収穫表（広島県林政課，１９７５）より，収量比数は近
畿・中国地方国有林ヒノキ林分密度管理図　（林野庁，１９７９）よ
り，幹材積は立木幹材積（林野庁計画課，１９８４）より求めた。
２．プロット間の比較
　比較の指標として，成長は胸高直径，樹高，幹材積について，
形質は樹型級区分，枝下高，枯枝高，形状比，幹形（地上高
１．１mの直径を１とした相対上部直径）について検討を行った。
また，平均胸高直径，平均樹高，平均幹材積，平均枝下高，平均
枯枝高と密度との関係については分散分析を行い，有意差が認め
られた場合にはDuncanの多重比較によって検定を行った。等分
散性が仮定できない場合は，ノンパラメトリック分散分析
（Kruskal Wallis検定）により植栽密度間での平均値の差を検定
した。なお，統計処理にはSPSS１１. 0Jを用いた。幹形については，
ｔ検定によって相対上部直径の比較を行った。

Ⅳ．結果と考察

１．成長
　林分調査結果を表－１に示す。立木密度はP－４が２，０２０本
/haと大きく減少していたが，他のプロットでは約１０％程度の減
少であった。P－４は自然枯死に加えて切捨て間伐が比較的強度
であったため密度が低くなったと考えられた。平均胸高直径は
１８．５〜２４．９cmで，P－４がP－３より若干大きくなっていた。
平均樹高は１６．５〜１７．３mで，地位はいずれの林分も地位Ⅰに該当
した。林分材積は３５４〜５０６㎥であった。収量比数はP－２〜P－
４で０．８０を超えており要間伐林分であったのに対し，P－１では
０．６６と低かった。また，P－２〜P－４では下層植生の植被率が
０〜５％と低いのに対し，P－１では３５％と他のプロットより高
かった。

　図－１に立木密度と平均樹高，立木密度と平均胸高直径の関係
を示す。まず，平均樹高はP－１やP－４が１６m程度であるのに
対してP－２が１７．３mでやや高かったが，分散分析の結果５％水
準でプロット間に有意差は認められなかった。次に，平均胸高直
径では分散分析の結果プロット間の差が０．１％水準で有意であり，
多重比較ではP－１が他のプロットに対して有意に大きかった
（表－２）。　また，P－２とP－３，P－４のプロット間では有意
差が認められたが，P－３とP－４のプロット間には有意差が認

められなかった（表－２）。P－４では被圧木等が間伐で比較的
強度に除かれた影響を受け，平均胸高直径が大きくなったためだ
と考えられた。しかし，全体としては密度が低くなるに従い，平
均胸高直径は増加する傾向であった。同様の傾向は系統的スギ植
栽試験地（NPOFORI, ２００７）でも認められている。図－２に胸
高直径の頻度分布を示す。各プロットの胸高直径の頻度分布は，
P－１，P－２では２０cm以上の個体が多いのに対し，P－３，P－
４では２０cm以下の割合が高かった。収量比数と併せて考えると
P－１では間伐の時期に達していないが，P－２では今後利用間
伐が検討できる大きさであった。これに対し，P－３，P－４で
は小径木が多く現在切捨て間伐が必要な状態であると考えられた。
　立木密度と幹材積の関係を図－３に示す。林分材積は立木密度
が低くなるほど減少した。平均幹材積については分散分析の結果
０．１％水準でプロット間に有意差が認められ，多重比較ではP－
１が他のプロットに対して有意に大きかった（表－２）。また，
P－２とP－３，P－４のプロット間では有意差が認められたが，
P－３とP－４のプロット間には有意差が認められなかった（表
－２）。平均胸高直径と同様に，P－２，P－３が弱い切捨て間伐
であったのに対し，P－４では比較的強度に間伐された影響を受
けたためだと考えられた。林分材積はP－２の立木密度以上なら
４００㎥/ha以上の蓄積があり，平均幹材積はP－１とP－２では
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表－１．林分調査結果
植被率

（％）

地位

（等）

収量
比数

材積

（㎥/ha）

平均
樹高
（m）

平均
直径
（cm）

立木
密度

（本／ha）

調査
本数
（本）

３５Ⅰ０．６６３５５１６．５±１．５２４．９±４．０　８８１３１P－１

１Ⅰ０．８１４０９１７．３±１．２２１．０±３．１１３４０４１P－２

０Ⅰ０．８９４５５１６．８±１．６１８．５±３．５１８７８４６P－３

５Ⅰ０．９０５０７１６．５±１．５１９．３±３．０２０２０４０P－４

平均直径，平均樹高は平均値±標準偏差

表－２．プロット間の多重比較（Duncan法）
平均幹材積平均胸高直径プロットの対
＊＊＊＊P－２P－１

＊＊＊＊P－３P－１

＊＊＊＊P－４P－１

＊＊＊P－３P－２

＊＊P－４P－２

＊　５％水準で有意　　　＊＊１％水準で有意
注）差が有意な対のみを示す

図－１．立木密度と平均樹高（上），および立木密度
と平均胸高直径（下）の関係



０．３０㎥以上であった。このように植栽時の密度が低いほど単位面
積あたりの材積成長量は小さくなるが，平均幹材積は増加するこ
とで，同林齢における単木あたりの材積が大きな木材生産が可能
であるという密度効果の一般的傾向が認められた。
２．個体の形質
　樹型級区分：Ａ〜Ｃ区分による樹型級区分は，P－１でＡの本
数割合が高かったが，Ａ，Ｂを合計した本数割合はP－１〜P－
３で類似していた（図－４）。これに対し，P－４では間伐対象
木であるＣの本数割合が低く，切捨て間伐の際に選木されたこと
が示唆された。また，無間伐のP－１と弱い切捨て間伐が行われ
たP－２，P－３ではＣの本数率が高かった。このように植栽密
度が低くなると共に間伐による選木が十分行えないことが考えら
れた。なお，P－１でＡの本数割合が高いのは，現段階では競争
が生じていないことなどが影響したためと考えられた。
　枝節性：図－５に立木密度と平均枝下高，立木密度と平均枯枝
高の関係を示す。平均枝下高はKruskal Wallis検定の結果，
０．１％水準でプロット間の差が有意であった。また，枝下率（（枝
下高/樹高）×１００）はP－２〜P－４が６０％前後なのに対し，P
－１では４８％と低かった。これは，P－１が閉鎖前で枯れ上がり
が遅れているためだと考えられた。高密度では４，０００〜１０，０００本
/haで植栽されたヒノキ２６年生林分において，密度の増加に伴い
枝下高が高くなった（冨田ら，１９８７）と報告されており，低密度

についても同様の傾向があることが示唆された。平均枯枝高は
Kruskal Wallis検定の結果，５％水準でプロット間に有意差は認
められなかった。これは，ヒノキの自然落枝が遅いことが影響し
ているためと考えられた。以上の結果から，植栽密度が低いP－
１のように平均枝下高が低いと，枝は育成期間が長くなって平均
枝径や最大枝径が大きくなる（竹内，２００２）ので，P－１では無
節性の面で不利になる可能性が高い。この点については，今後の
推移をみて検討することが必要である。
　形状比：個体形状比の頻度分布をみると（図－６）P－１では
７５以下に９０％以上が集中し，P－２では６５から９５の間に７０％以上
が集中しており，P－３，P－４に比べて低い個体の割合が高く，
そのばらつきも小さかった。特にP－１では形状比が低い範囲に
集中していた。これは，P－１が閉鎖前で競争が起こっていない
ため，P－２〜P－４に比べ単木あたりの生育空間が十分に確保
されていたためだと考えられた。また，全生育期間を通じて疎仕
立てを基本とする飫肥地方のスギ林では，形状比の個体差は小さ
く，林齢によってもそれほど変化することはなく，６０前後であっ
た（千葉，２００２）と報告されており，ヒノキについても同様の傾
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図－３．立木密度と幹材積の関係
（白抜き：平均幹材積，黒：haあたりの材積）

図－２．胸高直径の頻度分布

図－５．立木密度と平均枝下高（上），および立木密度
と平均枯枝高（下）の関係

図－４．樹型級区分の本数割合
（Ａ：通直で被圧されていないもの，Ｂ：幹曲がりが小さいか，
やや被圧されているもの，Ｃ：曲がりが大きい個体や被圧木）



向があることが示唆された。平均形状比はP－１で６８，P－２で
８４，P－３で９３，P－４で８７であり，P－２からP－４では８０を
越えていた。このことから，植栽本数１，０００本/ha程度ならば間
伐をしなくとも立木としての健全性が高いといえる。
　幹形：１．１m部の直径を１とした相対上部直径を求め，その平
均を図－７に示す。P－２〜P－４の林分間では，ｔ検定の結果
５％水準で有意差は認められなかった。これに対しP－１はP－
２〜P－４に対して，すべての上部直径で５％ないし１％水準で
有意差が認められた（表－３）。よって，P－１の幹形は３４年生
の現段階では，他のプロットと有意に違ってウラゴケになると考
えられる。幹の形がウラゴケであるか完満であるかは，造材歩止
りや製材歩止りに影響する（安藤，１９６８）ので，P－１では歩止
りが悪く製材上の条件が不利になる可能性が示唆された。

Ⅴ．まとめ

　３，０００本/ha植栽のP－４では，haあたりの幹材積が３４年生に
おいて他のプロットより多く確保でき，加えて間伐時の選木が行
えるなど，２，０００本/ha以下の植栽に比べ優れた点が多かった。
しかし，初期の造林人工数が最も多く，また，今後必要となる間
伐は切捨てになると考えられた。２，０００本/ha植栽のP－３では
材積以外の主な特徴はP－４に類似しているが，間伐時の選木が
十分に行えないという点で不利であった。また，P－４と同じく
２回目の間伐も切捨てになるが，初期の造林人工数をP－４より
少なくすることが可能であるという特徴があった。これに対し，
１，５００本／ha植栽のP－２では，林分材積はP－３，P－４よりも
劣るものの，収量比数と胸高直径の頻度分布から考えて，今後の
間伐は切捨てでなく利用間伐が検討できる大きさであった。形質
面の枝節性や幹形ではP－３，P－４と有意差が認められず，ま
た，３４年生において林冠はほぼ閉鎖しているため，今後は年輪幅
の調整も可能であり，製品上の品質条件を向上していけると考え
られた。１，０００本/ha植栽のP－１は現林齢では閉鎖しておらず，
林分材積や形質面で劣る点が多かった。しかし，初期の造林人工
数が最も少ないことや閉鎖が遅いため下層植生が他より多く，形
状比の低い個体の占める割合が高いことから，間伐等の施業が行

き届かない林分においては省力的な施業で立木の健全性を維持し，
林分の多様性を保つ施業として選択することも可能だと考えられた。
　以上の結果から，形質面でP－３，P－４に大きく劣らず，初
期の造林人工数の低減が可能であるため，低密度植栽の導入には
１，５００本/ha以上の植栽密度が大きな欠陥のない密度であること
が示唆された。
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図－６．形状比の頻度分布

図－７．地上高別Dh/D１．１の平均
（１．１m部の直径を１とした相対上部直径）

表－３．P－１に対するP－２〜P－４のｔ検定結果
（１．１m部の直径を１とした相対上部直径の検定）

６．０５．１４．１３．１２．１地上高（m）
＊＊＊＊＊＊P－１・P－２

＊＊＊＊＊＊＊＊P－１・P－３

＊＊＊＊＊＊P－１・P－４

＊　５％水準で有意　　　＊＊　１％水準で有意
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